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所），これは，人工地盤の下のエスカレータを映している箇所のビデオカメラであり，映像が暗く，エスカ

レータの段の黒色と人影が同化し，AI による計測が難しかったためと考えられる．このように，計 16 か所

のビデオカメラの AI 解析により，著しく条件が悪くない限り，ビデオカメラのアングルが天井面との俯角

で 30°～50°程度であれば，概ね 10%程度の誤差で AI による断面交通量の計測が可能であることが確認

できた． 

 

3.3 OD交通量の推計及び精度検証 

既往研究 3)の手法に則り，計測した各地点の断面交通量から数理最適化により OD 交通量を推計し，その

精度検証を行った．数理最適化で用いるビデオカメラのネットワーク図を図 7，図 8 に示す．ネットワーク

の構成は，ビデオカメラが設置されている箇所に発生・集中ノードを配置し，移動経路でつながっている

ビデオカメラ間をリンクとしてつなぎ，移動経路が合流・分岐する箇所に分岐ノードを設定している． 

断面交通量の集計では，ある 1 人の旅客が出発地で観測されてから目的地で観測されるまでに，移動時

間によるタイムラグが発生するため，集計のタイミングによっては発生交通量の総和と集中交通量の総和

の間に大きな差が生じることがある．OD 交通量の推計に当たっては，この誤差を最小とする必要があるこ

とから，発生交通量の集計時間を基準として集中交通量の集計時間をずらすことで，これを実現した．図 9

に集中交通量の集計時間を 5 秒ずつ遅らせた場合の発生交通量との相関係数を示す．これより，35 秒遅ら

せた場合に最も相関係数が高くなっており，この時，発生交通量の総和と集中交通量の総和の推移が概ね

一致していることがわかる（図 10）．以上より，A 駅では集中交通量の集計時間を 35 秒遅れとし，同様に

B 駅は 40 秒遅れとして OD 交通量を推計した． 

 

図 9 発生交通量と集中交通量の相関係数 

(5秒集計) 

 

図 10 発生交通量と集中交通量の時間変化 

（1分集計) 

 

 

図 7  A駅の防犯カメラネットワーク図 

 

図 8  B駅の防犯カメラネットワーク図 
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OD 交通量の推計精度を検証するための OD 交通量の正解データを作成するために，本研究では，乗換旅

客の少ない A 駅では，一般的な OD 交通量調査と同程度の 10%のサンプリング率で旅客の OD の抽出調査

を行い，これを 1 時間の観測数に拡大したものを正解値としている．B 駅については，乗換旅客が多いこ

とから，サンプリング率が高くなるように調査時間を 7:51～7:56 の最ピーク時間帯に限定し，サンプリン

グ率 72.5％で旅客の OD の抽出調査を行い，同じ５分間の観測数に拡大したものを正解値とした． 

表 1，表 2 に各駅での OD 交通量の推計結果として，推計人数および発生地点ごとの行先の比率を示す．

A 駅ではホームから他のホームへ移動する乗換旅客が非常に少ないのに対し，B 駅ではホームで発生した

旅客の半数程度が乗換旅客となっていることがわかる．これは現地での観察結果とも合っている． 

次に，図 11，図 12 にサンプリング調査により作成した OD 交通量の正解値と推計モデルによる推計結果

の比較を示す．いずれの駅も正解値との相関係数は 0.97 以上となっており，本推計モデルを用いることで，

高い水準で OD 交通量の傾向を捉えられることが確認できた． 

 

 

4．旅客流動の可視化 

 

4.1 OD交通量の可視化 

OD 交通量の集計結果の表し方は，表 1，表 2 に示した表形式のものが一般的であるが，円形ダイヤコー

ドグラムで可視化することができる（図 13）．これは，発着地点を結ぶ帯の幅（円周で各色が占有してい

る幅）で OD 交通量を表現しているものになるが，駅施設の場合は，列車の発着に合わせて大量の人が移

動するため，OD 交通量と併せて，この発着による波動が適切な形で捉えられなければならない．そのため，

表 1 OD交通量の推計結果(A駅 8：00～9：00) 

 

表 2 OD交通量の推計結果（B駅 7：51～7：56） 
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図 11 正解値と推計値の比較 

（A駅 8：00～9：00） 

 
図 12 正解値と推計値の比較 

（B駅 7：51～7：56） 
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30 分や 1 時間といった集計単位で用いられる表 1 や図 13 などの従来の表現方法では，波動や局所的な混

雑箇所の把握が難しいといった課題がある． 

そこで，列車の運行ダイヤでの表現を参考に，横軸を時間，縦軸を距離として 1 人 1 人の旅客の移動を

表現することで，OD 交通量の可視化を行う手法（以下，ダイヤグラム）を開発した．本手法では，出発地

点から目的地点までの移動時間の算出に旅客流動シミュレーションを活用しており，旅客の発生時間と目

的地到達時間を計算した上で，これを線分で結んでいる．なお，本検討では，移動経路が単純なため発生と

集中を線分で結び，平均的な歩行速度での表現としているが，より長い経路の分析を行う場合や，混雑度

が高い駅の分析を行う場合には，区間ごとに線分を分割し，歩行速度の変化に応じて交差地点などで線分

の傾き（歩行速度を）を変化させて表現を行うことも考えられる．図 14 にダイヤグラムでの可視化イメー

ジを示す．本手法では，引かれた線の本数により任意の時間帯・通路の混雑状況が把握でき，線と線の交差

数から，旅客の交錯度合を把握することができる． 

図 15 に A 駅における 8:00-8:30 の 30 分間のダイヤグラムの例を示す．線の本数より混雑状況の把握が可

能になっており，例えば 8:10-8:15 では比較的乗車客が少ない（背景の白い部分が多い）のに対し，8:15-8:20

では乗車客（橙色の線）が多く，特に改札付近で混雑していることがわかる．次に，旅客の絶対数の多寡で

はなく，各区間に対する混雑度（密度）を把握できるようにするために，旅客を表す線の太さを通路幅員に

反比例させて記したものを図 16 に示す．これは，各区間の幅員が A 区間で L，B 区間で 2L であった場合，

その混雑率は，1 人が通過する占有率で表せるため，線の太さを A 区間で 1/L，B 区間は 1/2L といったよ

うに調整し，幅員に応じた混雑状況を表現している．図 15 と比較して，図 16 の方が線の粗密が一様になっ

ていることから，旅客の絶対数としては改札付近が多いものの，幅員に対する旅客の密度としては駅全体

であまり差がないことが図から見て取ることができる．  

 

図 13 円形コードダイヤグラム（A駅の例） 

 

図 14  OD交通量の可視化方法（A駅の例） 

 

 

図 15  OD交通量の可視化 

（A駅：経路幅員未考慮） 

 

図 16 OD交通量の可視化 

（A駅：経路幅員考慮） 

 

改札 改札
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4.2 リアルタイム旅客流動の可視化 

A 駅のビデオカメラ a-g を対象として，旅客分布推計システムによるリアルタイム分析（図 1 の③④）を

行いリアルタイムの旅客流動状況を把握するとともに，その可視化手法を示す．ここでは録画した映像を

再生しながら分析することで，リアルタイムでの分析を疑似的に再現している． 

リアルタイム分析では，各カメラで計測されたリアルタイムの通過人数を，事前の OD 交通量の推計結

果を基に各経路に割り振り，その後の旅客の移動状況を旅客流動シミュレーションにより予測することで，

駅構内全体の混雑状況を把握する．事前分析と同様に YOLOX および ByteTrack を適用して断面交通量を

計測し，毎秒の断面交通量（流入方向）に応じて，シミュレーション上でエージェントを発生・移動させる

ことで，駅構内の旅客流動を把握する． 

可視化手法としては，駅平面を格子状のメッシュで分割し，各メッシュ内の旅客密度に応じて粒子を発

生させ，OD 別に発生する粒子の色を変えることで，旅客の多寡と移動方向を表現している．事前に推計し

た OD 推定の結果を用いることで，タイムラグがなく，リアルタイムに可視化を行うことができる．図 17

に可視化状況を示す．8:10:15 頃は駅構内の大半を乗車客が占めているのに対し，8:17:30 頃は 2 番線および

3,4 番線からの降車客が多く，乗車客と降車客が錯綜して駅構内が混雑していることがわかる．これらの状

況は同時刻のビデオカメラ h（図 3）の映像とも一致している． 

次に，ビデオカメラ h の映像に対して YOLOX で分析を行い映像のエリア内で検知された旅客数と，シ

ミュレーションより算出した同箇所の人数の時間変化を比較した（図 18）．旅客が少ない時には結果が概

ね一致している一方で，旅客が多くなると乖離が大きくなっていることが分かる．この理由として，旅客

が集中することでオクルージョンが大きくなりビデオカメラ h の AI 計測では，奥の人数が捉えられず人の

検出数が低下しているものと考えられる． 

 

図 18 シミュレーションによる推定人数と YOLOXでの検知人数 

  

図 17 旅客流動のリアルタイム可視化状況（A駅） 
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5．まとめ 

 

開発した旅客分布推計システムに，実際に駅構内で撮影された映像を適用し，OD 交通量の推計精度の検

証を行ったところ，従来手法との相関係数は 0.97 以上となっており，高い水準で OD 交通量の傾向を捉え

られることが確認できた．また，得られた OD 交通量に対して，ダイヤグラムによる新たな可視化手法を

提案し，時系列的な OD 交通量や各箇所の断面交通量の変化を表現できることを示した．さらにリアルタ

イムの旅客分布を推計し可視化するとともに，実際のリアルタイムの流動状況を概ね再現できていること

を確認した． 

今後は，防犯カメラが設置されていない箇所の把握（予測）手法を検討するとともに，旅客流動状況に合

わせて動的な変化が必要な他のシステムと連携することで，より安全で快適な駅環境の構築を目指す． 
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浮きまくらぎやレール凹凸の発生状態に着目した 
経年レールの疲労寿命評価 

 

細田  充＊  髙𫞏 信貴＊＊  弟子丸 将＊ 

 

Fatigue Life Evaluation of Aged Rails Focusing on The Occurrence State of 

Hanging Sleepers and Rail-Head Surface Irregularities 
 

Mitsuru HOSODA     Nobutaka TAKAHASHI     Tadashi DESHIMARU 

 

This study analyzed the gap under hanging sleepers and the surface irregularities of rail heads obtained 

on the operating railway track, which affect the fatigue life of aged rails. Fatigue tests were conducted on 

aged rails exhibiting surface irregularities and on aged rails with a history of being laid on hanging sleepers. 

On the basis of the fatigue test result, we proposed a quantitative evaluation method for the safety and control 

value of aged rails for extended use. This method reflects the probability of hanging sleepers, as well as the 

variability of the fatigue strength of aged rails. 

キーワード：レール，疲労寿命，浮きまくらぎ，頭頂面凹凸，疲労試験，交換周期 

 

1．はじめに 

 

レールの保守管理の一環で，主に大手の事業者では，レールの曲げによる疲労破壊の防止を目的として，

レールの疲労寿命に達する前に周期的なレール交換を実施している．その交換周期は，累積通過トン数（軸

重×車軸通過回数）に基づいて設定されている 1)． 

レールの寿命評価に関する研究結果 2) 3)から，経年レールの疲労寿命は，図 1 に示すように，「A: 経年

レールの使用履歴」および「B:疲労試験で評価される余寿命」によって評価できると考えられる．前者は経

年レールが敷設期間中に受けた累積通過トン数，後者は営業線から撤去後の経年レールの疲労試験により

得られる S-N 曲線に基づき求まる通過トン数である．累積通過トン数 5.4 億トンを使用履歴とし，レール

頭頂面凹凸（以下，頭頂面凹凸という）に起因して生じるレール底部曲げ応力により疲労強度上弱点部と

なる各種溶接部を対象に実施した試験結果により得た経年レールの S-N 曲線を図 2 に示す．疲労き裂は錆

肌のレール底部を起点として生じており，溶接種別毎の疲労強度の差異はほぼない．また，5 年程度暴露し

た累積通過トン数履歴の無い錆肌レールの強度と比較しても差異が無かった 4)． 

金属材料の疲労特性には，ある応力以下で載荷したとしても疲労破壊しない限度値である疲労限度があ

る 5)．例えば，構造物の疲労設計指針等では S-N 曲線に対して疲労破壊しない応力の値である打ち切り限

界（以下，打ち切り限界という）6)が設定されている．経年レールでは応力全振幅 200MPa 程度が疲労限度

と考えられており 7)，それ以下の応力では疲労破壊をほとんど生じない．経年レールを対象とする応力全振

幅 200MPa 未満の疲労試験結果は少ないが，疲労限度と S-N 曲線が交差する点を折れ曲がり点として疲労

限度以下の領域で傾きを半減（図 2 参照）し，この領域における S-N 曲線を用いた寿命評価がこれまでな

されてきた．これに対し，実際の営業線で，著大な頭頂面凹凸や浮きまくらぎが存在しない場合のレール

の底部曲げ応力は，応力全振幅 200MPa より十分に小さい応力領域で使用されていると考えられる 2)．その

ような応力下で使用されてきた大きな累積通過トン数履歴を負った経年レールに対して疲労試験を実施し

 

＊ 軌道技術研究部 レールメンテナンス研究室 

＊＊ 元 軌道技術研究部 レールメンテナンス研究室 
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たとしても，疲労が累積していないことから図 2 で示した疲労試験結果や S-N 曲線との差異が小さいこと

が予想される．この場合，経年レールの管理で打ち切り限界を設け，その応力以下でレールを使用する場

合，周期交換を実施しない方策も取り得る． 

本研究では，経年レールを収集して疲労試験を実施し，レールの疲労特性に関するデータを取得した．ま

た，寿命推定に影響を及ぼすような量のレール頭頂面凹凸と浮きまくらぎについて，営業線で得られた軸

箱加速度を用いて推定できる頭頂面凹凸と浮き量を入力するレール疲労寿命推定方法を提案し，交換周期

延伸について検討した 8)． 

 

2．浮きまくらぎおよび頭頂面凹凸の発生状況 

 

2.1 営業線上の浮きまくらぎの発生状況 

営業線のロングレール区間のバラスト軌道を対象に，軌道検測データを用いて浮きまくらぎの発生状況

を調査した．表 1 に分析の対象とした線区の概要を示す．経年レールの周期交換を実施している線区であ

る，年間通過トン数約 1000 万トンおよび 4000 万トンの 2 線区の合計 150 km の範囲における，各溶接部

（Track A：16328 箇所，Track B：9036 箇所）の前後 3 m 区間で浮きまくらぎの浮き量を推定することとし

た．軌道検測車による動的な軌道検測データに対して，軌道保守管理データベースシステム LABOCS を用

いて，過去に提案された浮きまくらぎの推定手法 9)を適用し，統計的な分析を行った． 

推定した浮き量別に発生確率をヒストグラムにした結果を図 3 に示す．両線区において，95 %程度の溶

接部において浮き量 1 mm 以下の発生状況となっている．また，この分布に対して，いくつかの分布関数で

フィッティングした結果，信頼性工学等の分野で異常値の発生確率を求める際などにも使用されるガンマ

分布が良く当てはまった．そのため，ガンマ分布を仮定して，任意の発生確率における浮き量を求めるこ

ととした．ガンマ分布における確率密度関数を以下に示す． 

 

 𝑓(𝑥) =
1

𝛽𝛼Γ(𝛼)
𝑥𝛼−1𝑒

−
𝑥
𝛽 (1) 

 

 

図 1 経年レールの疲労寿命 
 

図 2 既往の研究で得られた S-N曲線 

 

敷設期間中に負った疲労度を、累積通過トン数
および列車通過時の発生応力から推定

S-N曲線に基づき想定される列車通過時
の発生応力から寿命を計算

【A:経年レールの使用履歴】 【B：疲労試験で評価される余寿命】

経年レールの疲労寿命（全寿命）
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S = - 68log10N + 656.04

表 1 分析対象の線区の概要 

線 区 Track A Track B 

レール種別 JIS 60kgレール 

調査延長 150 km 

軌道構造 バラスト軌道 

年間通過トン数 1000万トン 4000万トン 

調査溶接箇所 16328箇所 9036箇所 
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ここで，αは形状母数，βは尺度母数であり，これら係数を図 3 で示した累積確率に対してフィッティ

ングで求めた．求めた近似式は，決定係数 99 %程度であり，良好な一致傾向であった． 

浮き量の最大値，平均値，α，β，発生確率 5%および 1%浮き量の値を表 2 に示す．ガンマ分布による

累積確率で見ても，浮き量 1 mm 以上は，5 %以下の発生確率となっている．これは，例えば浮き量 1 mm

を想定して疲労寿命を推定する場合にも 95 %の溶接部に発生している浮き量を包含した評価になっている

ことを意味する．また，より安全側の評価を行うのであれば，発生確率 1 %等の値を設定することも考えら

れるが，後述する頭頂面凹凸の設定値の発生確率や経年レールの疲労試験結果のばらつきも確率として考

慮し，それらを全て掛け合わせた寿命の推定における評価となるため，それらを勘案した確率設定とする

必要がある． 

一方で，溶接部には頭頂面凹凸が存在し，列車通過時の衝撃荷重が大きくなり疲労強度上の弱点箇所と

なる．また，溶接部以外においても，浮き量が大きい場合は，頭頂面凹凸が溶接部より小さくてもレール底

部の発生応力が増加することにより，疲労寿命が低下することも懸念される．そこで，同線区で溶接部の

前後の 3m 区間を除いた 25 m 区間毎に最大の浮き量を推定し，同様な統計分析を行った．溶接部同様，浮

き量の統計値の結果を表 3 に，浮き量別の発生確率をヒストグラムにした結果を図 4 に示す．なお，この

 

(a) Track A 

 

(b) Track B 

図 3 浮き量（溶接部）の発生確率ヒストグラム 

表 2 溶接部の浮きまくらぎ発生確率 

線 区 Track A Track B 

最大値 5.8 mm 8.8 mm 

平均値 0.11 mm 0.17 mm 

α 0.11 0.11 

β 1.12 1.60 

1% 発生確率 1.9 mm 2.6 mm 

5% 発生確率 0.8 mm 0.9 mm 
 

表 3 溶接部以外の浮きまくらぎ発生確率 

線 区 Track A Track B 

最大値 9.5 mm 12.7 mm 

平均値 0.54 mm 0.57 mm 

α 0.56 0.35 

β 1.02 1.60 

1% 発生確率 3.5 mm 4.5 mm 

5% 発生確率 2.3 mm 2.4 mm 
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(a) Track A 

 

(b) Track B 

図 4 浮き量（溶接部以外）の発生確率ヒストグラム 
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分布に対しても，いくつかの分布関数でフィッティングした結果，溶接部と同様にガンマ分布が良く当て

はまった．溶接部のみを対象とした場合の結果と比較して，同じ線区でも対象延長が長く、これに応じて

対象箇所数が大きくなる分，全体的に浮き量の値が大きくなっている．また，発生確率 5 %および 1 %の浮

き量をみると，それぞれ 2.3～2.4 mm および 3.5～4.5 mm となっている．そのため，溶接部と同等の浮きま

くらぎの発生確率（5 %）で評価することを考えた場合，浮き量は 2.5 mm 程度となる．したがって，今回

の結果においては，溶接部の頭頂面凹凸が浮きまくらぎの発生に大きく影響していないように見える．こ

の点に関しては，バラスト道床のつき固めなどの補修作業の影響やレール長手方向のバラスト道床のまく

らぎ支持係数のばらつきなどの頭頂面凹凸以外の要因の影響が考えられ，さらなる研究が必要である． 

 

2.2 営業線上の頭頂面凹凸の実態調査 

グラインダ等で頭頂面凹凸を一度も削正して除去していない区間の溶接部において測定した頭頂面凹凸

のデータを用いて，浮きまくらぎと同様に統計的な分析を実施した．頭頂面凹凸の測定については，レー

ル溶接部を中心として長さ方向 1 m の範囲の 1m 弦および 100mm 弦の凹凸を把握するレール頭頂面凹凸測

定器（図 5）を用いて測定した． 

表 4 に頭頂面凹凸データを分析した線区の概要を示す．年間通過トン数約 3,000 万トン（Track C）およ

び 1,700 万トン（Track D）の 2 線区で，エンクローズアーク溶接を対象に測定した結果を整理した．これ

は，エンクローズアーク溶接部の凹凸進みが他の溶接種別の凹凸進みと比較して大きいという過去の調査

結果 2)に基づくものである．なお，後に記す経年レールの疲労寿命を計算する際，従来から頭頂面凹凸量の

みならず凹凸進み（各溶接部の累積通過トン数 1 億トンあたりの 100 mm 弦凹凸量）も指標として用いて

いるため，ここでは両指標を用いて評価することとした． 

図 6 に頭頂面凹凸量と累積通過トン数の関係を示す．Track C の 2 点を除いて凹凸進みが 0.1 mm/億トン

に収まっていることがわかる．次に頭頂面凹凸量別および凹凸進み別の統計値を表 5 に示す．両線区にお

 

図 5 レール頭頂面凹凸測定器の概要 

表 4 分析対象線区の概要 

線 区 Track C Track D 

年間通過トン数 3000万トン 1700万トン 

累積通過トン数 2～8.5億トン 4.3億トン 

軌道構造 バラスト軌道 スラブ軌道 

溶接箇所数 164箇所 100箇所 
 

 

 

(a) Track C 

 

(b) Track D 

図 6 頭頂面凹凸量と累積通過トン数の関係 
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いて，95 %程度の溶接部において，頭頂面凹凸量が 0.26 mm 以下，凹凸進みが 0.05 mm/億トン以下であっ

た．さらに，図 6 に示す凹凸量の頻度分布が図 3 に示すような分布を示したことから，フィッティングか

ら求めたガンマ分布による確率密度関数から発生確率 1 %の頭頂面凹凸量および凹凸進みをみると，それ

ぞれ 0.27～0.40 mm および 0.08～0.09 mm/億トンであった． 

 

3．経年レールの疲労試験 

 

前章に示した浮き量 7mm といった大きな浮きまくらぎが発生している中間部（溶接部等を除いた一般区

間）もしくは凹凸量 0.5mm といった大きな頭頂面凹凸が発生している溶接部の中から，交換周期に達する

ような経年レールを収集して 4 点曲げの疲労試験を実施し，応力と破断回数の関係（S-N 線図）を求めるこ

ととした． 

表 6 に営業線から収集した経年レールの使用履歴や諸元を示す．累積通過トン数 6.0～9.2 億トンの使用

履歴を有する未削正の溶接部の経年レール，および浮き量の大きな中間部等の経年レールを試験対象とし

た．未削正の溶接部では，頭頂面凹凸が最大 0.5mm に達していた．また，中間部で著大な浮きまくらぎが

発生していると，頭頂面凹凸がなくても，溶接部以上に列車通過時のレールの底部曲げ応力が大きくなる

場合があるため，浮き量が最大 7mm 程度の中間部の経年レールも収集した．試験本数は 45 本とし，この

うち，ガス圧接部（GPW）20 本，テルミット溶接部（TW）5 本，中間部 10 本，伸縮継目 10 本とした．な

お，伸縮継目については採取したトングレールの断面が左右非対称であることから，レール頭部に一部，

載荷のための加工を施して疲労試験を実施した． 

図 7 にレール曲げ疲労試験機の概要，表 7 に試験条件を示す．試験体をレール曲げ疲労試験機に据え付

け，乾燥状態で片振りによる 4 点曲げの疲労試験を行った．スパン 1,300 mm でレールを支持し，載荷点お

よび支持部でのフレッティング疲労（試験片と試験機の各接点との間に発生する微細な相対すべりにより

生じる疲労破壊）を防止するため，各接点は回転可能なローラーとしている．また，本試験では最小応力

30MPa の片振り試験であったが，実軌道上においては応力 0MPa からの片振り状態であるため，過去の研

究に則り，応力全振幅の換算を行った．応力全振幅の換算式を式(2)に示す．溶接部各種の破断強度は，こ

こでは表 8 に示す各溶接種別の静的曲げ試験等における破断強度を用いた． 

 

 𝜎′
𝐴 = 𝜎𝑇 ∙

𝜎𝐴

(𝜎𝑇 − 𝜎𝑚𝑖𝑛)
 (2) 

 

ここで，𝜎′
𝐴：換算後の応力全振幅，𝜎𝑇：試験片の破断強度，𝜎𝐴：試験時の応力全振幅，𝜎𝑚𝑖𝑛：試験時の最

小応力である． 

図 8 に試験結果（図中の矢印は未破断であることを示している）を，表 9 に試験結果から求めた S-N 曲線

表 5 溶接部の頭頂面凹凸の発生確率 

種 別 頭頂面凹凸別 凹凸進み別 

線 区 Track C Track D Track C Track D 

最大値 0.47 mm 0.25 mm 0.11 mm 0.06 mm 

平均値 0.13 mm 0.07 mm 0.03 mm 0.02 mm 

形状母数α 0.93 0.64 1.79 1.22 

尺度母数β 9.12 7.58 1.46 1.50 

1% 発生確率 0.40 mm 0.27 mm 0.09 mm 0.08 mm 

5% 発生確率 0.26 mm 0.17 mm 0.06 mm 0.05 mm 
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の切片を示す．応力全振幅 200MPa 以上の領域では，全ての試験体が破断に至った．ここでは，傾きを固定

し切片の変化に着目することでパラメータの影響度を把握する目的で，過去の研究で得られた S-N 曲線 2)

から引き続き S-N 曲線の傾きをどの条件においても-136 で一定にして，切片を最小二乗法で求めた．切片

の値に着目すると，今回の試験結果から求まる S-N 曲線と過去の累積通過トン数 5.4 億トンの経年レール

の S-N 曲線ではほぼ同じ結果だった．また，破壊確率 0.1%（過去に提案した在来線における経年レールの

疲労強度のばらつきを考慮して設定した下限値）の S-N 曲線の切片を上回っていることがわかる．さらに，

本試験結果から，7.5 億トン未満（平均累積通過トン数 6.5 億トン）および 7.5 億トン以上（平均累積通過

トン数 8.0 億トン）に分類して同様に切片を求めた結果，これらも同程度の値となった．以上から累積通ト

ンが多く，かつ最大 0.5mm 程度の頭頂面凹凸または最大 7mm 程度の浮きまくらぎが発生している状態で

敷設されていても，さらに継続して使用するのに十分な疲労強度があることを確認できた．また、応力全

振幅が 180MPa 以上 200MPa 未満の領域では，破断，未破断が分かれる傾向を示したが，180MPa 未満の応

力全振幅では全て未破断であった．載荷回数 1,000 万回を超えても未破断となったレール試験片は 3 本（図

8 中に黒矢印が付してあるもの）あり，うち 1 本は応力全振幅 180MPa の条件で，他の試験体よりも高サイ

クルとなる 5,000 万回まで載荷したが未破断であった． 

表 6 収集した経年レールの諸元 

線 別 在来線 新幹線 

レール種別 50kgN，60kg 60kg 

累積通過トン数 約 6～9.2億トン 約 8億トン 

試験体種別 
溶接部（GPW） 

溶接部（TW） 

溶接部（GPW） 

中間部（浮きまくらぎ） 

敷設時最大浮き量 最大 1.90mm 最大 7mm 

最大レール凹凸量 最大 0.50mm 最大 0.03mm（削正有） 
 

 

図 7 実レールの曲げ疲労試験の概要 

 

表 7 試験条件 

項 目 試験条件 

試験方法 片振り 4点曲げ 

最小試験応力 30MPa 

試験環境 常温，大気中 

載荷周波数 2.0～5.0Hz 
 

表 8 破断強度 

溶接種別・母材 
破断強度 

（単位：MPa） 

母材 1500 

ガス圧接 861 

テルミット溶接 683 
 

 

図 8 実レールの曲げ疲労試験の結果 

 

 

表 9 S-N曲線の切片 

項 目 切 片 

本試験の全供試体 1085 

累積通過トン数 7.4億トン 

（平均 6.5億トン）以下 
1075 

累積通過トン数 7.5億トン 

（平均 8.0億トン）以上 
1098 

過去に提案された S-N曲線 

（平均 5.4億トン） 
1083 

破壊確率 0.1%の S-N曲線 993 
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約5.4億トンの経年レールS-N曲線
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4．浮きまくらぎおよび頭頂面凹凸量の発生確率を考慮した経年レールの疲労寿命の評価 

 

前章で述べた疲労試験結果より，交換周期延伸の可能性が認められたため，過去に構築した累積損傷則

に基づく寿命評価法 1) 2)を用いてレールの疲労寿命を試算した．図 9 に寿命予測のフローチャートを示す．

ここではレール溶接部を対象として評価した．未削正または浮きまくらぎが存在する平均累積通過トン数

8 億の経年レールでも，過去の S-N 曲線と同等の強度が得られたことから，経年レールを収集した時点で

経験している履歴からの余寿命を求め，経年レールの履歴に加えることで，全体の疲労寿命を推定するこ

ととした．なお，疲労強度の特性曲線には，過去の研究で得られた図 2 の S-N 線図を用いた．また，表 10

に示す通り，レール溶接部の頭頂面凹凸（V および W）および浮きまくらぎの浮き量（H）に応じたレール

の底部曲げ応力を推定した．破壊確率は，浮きまくらぎの発生確率が 5 %，頭頂面凹凸進みが 1 %および S-

N 曲線については下限値である 0.1 %の発生確率とした．なお，過去の調査結果では，レール溶接部での頭

頂面凹凸は最大で 0.10 mm/億トン程度であると考えられている． 

表 11 にレールの寿命推定結果を示す．ここで，溶接部については頭頂面凹凸進みを 0.10mm 億トン，浮

きまくらぎの発生確率を 5%として，浮き量は 1.0mm とした。中間部の浮きまくらぎ箇所については，頭

頂面凹凸進みはないものとし，浮きまくらぎの発生確率を 5 %として，浮き量は 2.5 mm とした．溶接部の

条件における推定寿命は 50 kgN レールで 10.8 億トン程度，60 kg レールで 11.7 億トン程度であった．ま

た，中間部の大きな浮きまくらぎが生じている箇所を想定して算定した推定寿命は，溶接部と比較して長

い寿命と推定された．以上の結果から，レールの疲労寿命は現行の交換周期である 6～8 億トンよりも余裕

があることが示された． 

 

 

図 9 寿命予測フローチャート 

 

 

 

表 10 レール底部曲げ応力の推定式 

レール種別 推定式(単位はMPa) 

50kgN 30.8V+10.0W+6.8H+50.0 

60kg 38.4V+5.0W+3.6H+41.9 

※ V，W，Hはいずれも単位：mm 
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表 11 寿命推定結果 

レール 

種別 

溶接の 

有無 

レール凹凸進み 

（mm/億トン） 

浮き量 

（mm） 

推定寿命 

（億トン） 

50kgN 
あり 0.1 1.0 10.8 

なし 0 2.5 20.7 

60kg 
あり 0.1 1.0 11.7 

なし 0 2.5 39.2 
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5．周期交換の延伸および応力の打ち切り限界の設定 

 

前章に示したように，収集した経年レールは供用期間中と同様な保守状態であれば，疲労は大きく累積

されないことが推定される．また，別途実施している，108～109の載荷回数の超高サイクル領域での疲労試

験でも，疲労限度以下であれば疲労破壊が発生しないという結果が得られており，累積通過トン数が 10 億

トン以上に達してさらに使用しても良いとされている 3)．これは，レール底部の疲労破壊が発生する可能性

が低いことを示している．さらに，構造物の疲労設計等では一般に，一定の発生応力以下で使用される場

合，発生応力の打ち切り限界を定め，それ以下の使用環境下であれば，累積疲労を考慮しなくてもよい，と

いうものである．各事業者の判断にもよるが，良好な軌道状態が維持されていれば車通過時の底部曲げ応

力が小さいことを想定することができ，かつ，表面が錆肌で安定している場合には，疲労強度が低下する

ことは考え難く，累積通過トン数による周期交換を実施しないといった判断もありうると考えられる． 

ここで，周期交換を実施しないための底部曲げ応力の打ち切り限界の検討の方法については，過去の研

究でも提案しているレールの疲労限度と底部曲げ応力の比から求められる健全度 9)を指標として，一定の

値以上で健全度を保つような保守管理を実施すればよいと考えられる． 

レールの健全度は以下の式で表される． 

 

 
𝑓ℎ = 1 −

𝜎𝑚

𝜎𝑐

 (3) 

 

ここで，𝑓ℎは健全度，𝜎𝑚はレールの底部曲げ応力(MPa)，𝜎𝑐は疲労限度(MPa)である．応力全振幅 200MPa を

疲労限度として，かつ，ロングレールの温度低下時の引張軸力を安全側に考慮して 120MPa 作用すると考

えると，耐久限度線図から得られる疲労限度の補正式 4)は以下のようになる． 

 

 
𝜎𝑐′ = 𝜎𝑐 (1 −

𝜎𝑚𝑖𝑛

𝜎𝑇

 ) (4) 

 

ここで，𝜎𝑐′は補正した疲労限度，𝜎𝑚𝑖𝑛は引張軸力（120MPa），𝜎𝑇はレールの真破断強度（1500MPa）であ

る．これらの値から𝜎𝑐′は 184MPa となり，健全度を求める式(3)の𝜎𝑐の値として代入する． 

次に，底部曲げ応力𝜎𝑚については，例えば表 10 の推定式に示したように，頭頂面凹凸量と浮き量によっ

て決まることから，推定式を用いて健全度を求めると図 10 の通りとなる．頭頂面凹凸量と浮き量が大きく

なるに伴い，底部曲げ応力が大きくなり，健全度が低下することが分かる．ここで，一般的な金属材料にお

いてはき裂発生限度を疲労限度の 2 割減（疲労限度はレールが折損する応力の限度，き裂発生限度はき裂

が発生する応力の限度）としていることから，健全度 0.2 以上で管理されていれば，安全に使用できると考

えられる．そのため，ここでは余裕を見て健全度 0.3 未満の値を見ていくと，50kgN レールで，浮き量 8mm

以上かつ凹凸量 0.5mm 以上の条件では，0.3 未満となっている． 

なお，軌道の保守管理の実務において，健全度が 0.3 以下となった場合，バラストの突き固めによる浮き

まくらぎの解消、レール削正による頭頂面凹凸の解消、さらにレールの交換といった処置の検討を行うこ

とになる．他方、レール健全度が 0.3 を上回る場合には，予測した推定寿命まで交換周期までレールの交換

周期を延伸することができる． 

今後，レールを長く使用する場合に，頭頂面凹凸が大きくなることも考えられるため，そのような箇所で

はレール削正や部分的なレール交換等の保守管理が必要である．さらに，著大な浮きまくらぎが発生して

いる区間も想定され，このような場所では現状でもレール折損のリスクがあることから，本手法を活用し
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てレール管理を実施することが望ましい．また，50kgN レールと比較して，60kg レールは健全度 0.3 に対

して，余裕のある状態であることがわかる．経年レールの疲労試験において，浮き量 7mm 程度が発生して

いても強度が低下しなかったのは，健全度が 0.3 以上となる状態で使用されていたためと考えられる．ただ

し，底部曲げ応力は輪重が増大するに伴って値が大きくなるため，重量の重い列車が通過する線区等では

注意が必要である． 

なお，従来通りのレール交換が安全側の管理となることは言うまでもなく，今後，レール頭部の損傷状況

等も勘案して，判断を検討するべきである．また，一定の経年を有するレールに対し，疲労試験の実施に

よって疲労強度を確認することやレール底部の腐食状況を検査することは，今後も有効である． 

 

6．まとめ 

 

本研究では，鉄道の経年レールの疲労寿命に影響すると考えられる浮きまくらぎや頭頂面凹凸に着目し，

営業線におけるそれらの発生状況について統計的に分析した．また，大きな浮きまくらぎや頭頂面凹凸が

発生している場合の経年レールの疲労試験を行い，経年レールの疲労特性に関するデータを取得するとと

もに，浮きまくらぎや頭頂面凹凸の発生確率および経年レールの疲労強度のばらつきを考慮したレールの

保守管理における安全性の定量的な評価方法について提案した．その内容をまとめると次の通りである． 

 

(1) 経年レールの疲労寿命を推定する際の応答値であるレールの底部曲げ応力に影響する浮きまくらぎおよ

び頭頂面凹凸の発生状況を，営業線における検査データ等に基づいて統計的に評価した．浮き量および

頭頂面凹凸量ごとに，確率密度関数によって評価した結果，ガンマ分布が良く当てはまることを確認した． 

(2) 現行の経年レールの交換周期である累積通過トン数 8 億トンに達し，かつ大きな浮きまくらぎや頭頂面凹

凸が生じている経年レールに対して曲げ疲労試験を実施した．その結果，現行の交換周期に達したレー

ルも，過去に試験した経年レール（累積通過トン数 5.4億トン）と同程度の疲労強度が確認された． 

(3) (2)の疲労試験の結果より，経年レールの S-N曲線は累積通過トン数に拠らず同一であり，浮きまくらぎや

頭頂面凹凸が一定の値以下であれば，さらに交換周期を延伸することが可能である見通しが得られた．  

(4) 交換周期の延伸および撤廃した場合に，大きな浮きまくらぎや頭頂面凹凸が生じる環境で使用される場

合に，レール底部曲げ応力が大きくなることでレール折損に至る可能性がある．このような箇所でのレー

ル折損を防止するための指標として，レールの底部曲げ応力と疲労限度から求められるレール健全度を

 

(a) 50kgNレール 

 

(b) 60kgレール 

図 10 レール健全度と頭頂面凹凸および浮き量の関係 
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提案した． 

(5) レール健全度が 0.3 を下回らないように，頭頂面凹凸および浮きまくらぎを管理することによって，レール

底部からの疲労破壊の発生を回避することができると考えられる．なお，腐食や頭部傷等の損傷につい

ては別途超音波探傷等で管理する必要がある． 
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鉄道橋りょう・高架橋の骨格曲線の形状が 
所要降伏震度スペクトルに与える影響 

 

坂井 公俊＊ 
 

Influence of Smoothness in Skeleton Curve of Railway Bridge and Viaduct on  

Nonlinear Response Spectrum 
 

Kimitoshi SAKAI 

 

This study investigates how the smoothness of the skeleton curve affects the seismic response of a 

structure before it yields. The bulging of the skeleton curve was characterized by the ratio of initial stiffness 

in a bilinear model, followed by numerous nonlinear dynamic analyses. The results showed that, for ductility 

 = 1, the ratio of the required demand yield seismic coefficient drops below 1 when the natural period of 

the structure (Teq) is short, reducing the seismic response values.  The findings of this study can be applied 

to seismic response for structures. Particularly, they are expected to improve the accuracy and rationalization 

of structural behavior before and after yielding, specifically the structural behavior during Level 1 

earthquakes and the immediate estimation of structural integrity after an earthquake. 

キーワード：橋りょう・高架橋，骨格曲線，バイリニアモデル，所要降伏震度スペクトル 

 

1．はじめに 

 

構造物の耐震設計を行う際の地震応答値算定手法としては，非線形の地震応答解析が用いられることが

多い例えば 1) 2)．この時の構造物のモデル化手法，解析手法としては様々なものが考えられるが，必ずしもす

べての現象を表現できる必要は無く，工学的な要請を考慮 3)した上で，適切な手法を選択することが重要に

なる．構造物の耐震設計における工学的な要請は，構造物が安全性や復旧性といった地震時要求性能を満

足するか否かを，現実的な作業量，コストで適切に把握することである． 

このような観点で，一般的な形状を有する鉄道橋りょう・高架橋の地震応答値は，以下の手順によって算

定されている 4)．まず，構造物全体系をモデル化したプッシュオーバー解析によって，構造物を一つの系と

捉えた場合の荷重－変位関係を把握するとともに，構造物の等価固有周期 Teq，降伏震度 khyを求める．そし

て，Teqと khyをパラメータとした所要降伏震度スペクトルによって構造物の応答塑性率，地震応答値を算

定する．この所要降伏震度スペクトルを作成する際の構造物は，等価 1 自由度モデルという単純化したモ

デルを用いている．構造物の等価 1 自由度モデルは，骨格曲線をバイリニアモデル，履歴曲線をクラフモ

デルとする等，実構造物の挙動をシンプルに表現した特性を用いている 5)．また，鉄道構造物以外にも非線

形応答スペクトル法に関する検討が実施されている 6)7)が，いずれの構造物のモデル化方法，非線形特性と

も比較的単純なものが採用されている．所要降伏震度スペクトルは，構造物のモデル化次元，非線形特性

を単純化することで，数少ないパラメータのみから地震応答値を簡易に算出可能であるというメリットが

ある一方で，モデルを単純化しているために地震応答値の推定精度が低下するという懸念も考えられる． 

特にレベル 1 地震動に対しては，構造物の降伏前後の応答を確認するケースが多いと考えられる．この

時に，前述した等価 1 自由度モデルにおける降伏前の骨格は，原点と降伏点を通る割線剛性という実構造

物よりも相対的に柔らかい剛性を有する線形モデルとなっている．そのため，詳細な構造物をモデル化し

た非線形動的解析の結果よりも大きな応答変位が得られる可能性が高いと考えられる．この乖離の大きさ
 

＊ 鉄道地震工学研究センター 地震応答制御研究室 
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は，構造物の周期特性，降伏前の各種部材の非線形化の順序・程度，地震動の特性等によって変化すると考

えられるが，これを定量的に評価した事例はこれまでほとんどない．骨格を単純化する影響を把握すると

ともに，これを容易に考慮する手法を構築することで，設計の合理化・適正化が期待される． 

以上は構造物の設計という観点での議論であるが，地震発生後の鉄道構造物の損傷状況の迅速な把握も

重要な観点である．例えば，2018 年大阪府北部地震のような「構造物に損傷が発生するか否かの境界レベ

ルの地震（以降，中小規模地震）」が近年頻発しているが，このような地震において被害状況の把握やその

後の復旧作業等に時間を要し，地震発生後の鉄道の早期運転再開という観点での課題が浮き彫りになって

いる例えば 8)．これを解決する一つの方法として，地震発生後の鉄道構造物の健全度判定を高度化することが

考えられる． 

これに資する情報を鉄道事業者に配信することを目的として，著者らは「鉄道地震被害推定情報配信シ

ステム」を開発，運用している例えば 9)．これには構造物の損傷程度を即時推定する機能を実装しているが，

損傷程度の推定手法としては構造物の等価固有周期 Teq，降伏震度 khy と地震動の最大加速度 PGA，卓越周

期 T といった情報のみをパラメータとして提案された「構造物の被害推定ノモグラム」10)11)を用いている．

そして，この構造物の被害推定ノモグラムを構築する際の構造物モデルとしては等価 1 自由度モデル，骨

格曲線としてバイリニアモデルが採用されている．そのため，鉄道構造物の継続使用という観点で特に重

要になると考えられる構造物の降伏前後の損傷程度については，設計時と同様に大きめの応答値を推定し

ている可能性が高い．これをより適正化するためには，構造物の降伏前後の応答を簡易かつより適切に推

定可能とする手法が必要となる． 

このような観点で，著者らは構造物の等価1自由度モデルに用いる骨格曲線の高度化に向けた検討を行っ

ている 12)．これは，構造物の骨格曲線として，前述したバイリニアモデルの折れ点よりも前の線形部分に，

プッシュオーバー解析によって得られる構造物全体系の荷重－変位関係（骨格曲線）が有する膨らみを表

現する楕円形の骨格を付加することで，構造物降伏前の地震応答値をより適切に表現することを目指した

ものである．これによって，多自由度系の詳細な構造物モデルによる地震応答値の再現性が高くなること

を確認するとともに，従来よりも地震応答値の精度向上が期待されることを確認している 12)．その一方で，

この検討は鉄道構造物等設計標準・同解説（耐震設計）（以降，耐震標準）に示される標準的な L2 地震動 4)

と限られた構造物条件のみを対象とした解析に留まっている． 

以上を踏まえ，中小規模地震時の構造物挙動を簡易かつ適切に推定可能とするための基礎的検討として，

構造物の降伏前の骨格曲線の膨らみの程度が地震応答値に与える影響を把握した事例 13)について報告する．

なお本検討では，構造物の降伏前の骨格曲線，つまりバイリニアモデルの線形状態の領域の影響に着目し

た議論を行う．そのため，この領域の履歴特性や構造物の降伏以降の骨格，履歴の影響については従来の

等価 1 自由度モデルの知見をそのまま適用している． 

 

2．検討条件，解析条件 

 

2.1 構造物のモデル化 

ここではまず，本検討で用いる構造物の非線形特性について説明する．既往の検討 12)では，構造物の非

線形特性として，構造物降伏前の線形弾性体の領域に「楕円で表現する関数」を付加することで，構造物降

伏前の骨格曲線の膨らみを適切に表現することを可能としている（図 1）．このモデルは，ある特定の構造

物を対象としたプッシュオーバー解析の結果が存在する場合に，適切かつ比較的容易に構造物の荷重－変

位関係を再現する骨格曲線の設定が可能となる．その一方で，楕円の形状を表現するためのパラメータと
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して複数個が必要であるため，膨らみの大きさを簡易に表現することが困難である．そこで本検討では，

従来のバイリニアモデルに対して線形時の膨らみを以下のように簡易的に表現することとした． 

具体的には図 2 に示すように，まず構造物の降伏以前（バイリニアモデルの折れ点までの範囲）の線形

時の剛性 K0を定数倍（R 倍）する．これとともに，初期～降伏変位yまでの領域を等間隔に分割（分割数

を D とする）し，次式に示すように各区分 i (i=1~D)での剛性 Kiを次式で表現することで，各分割での剛性

が滑らか変化するように調整した．なお本検討では分割数 D=20 としたが，これを多少変化させた場合に

も，最終的な結果に影響がないことを別途確認している． 

  

 
        

( )( )i 01 1K R i K=  − −  
 

       
( )1i D i D   −  y y（ < のとき）

 

(1) 

 

ここで  は骨格が降伏点を通るように調整するパラメータであり，次式で表される． 

 

 

           

( )
1

1

1
D

j

D R
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=
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(2) 

 

また今回は，構造物の降伏点よりも前の骨格が地震応答に与える影響を把握することが目的であるため，

その他の特性は既往の検討 12)と同様に設定することとした．具体的には，構造物の減衰がバイリニアモデ

ルと変化しないように，降伏前は常に骨格上を動くこととする．また応答変位が一度でも降伏変位y を上

回った後は，従来のバイリニアモデル（図 2 の青線）と同様の骨格，履歴を描くこととする． 

これによって得られる骨格曲線の例として，構造物の等価固有周期 Teq=0.8s，降伏震度 khy=0.7 とした上

で，初期剛性の倍率 R(K0)を 1.5~6.0 まで変化させた条件の結果を図 3 に示す．ここで設定した R(K0)=1.5~6.0

は，多様な鉄道橋りょう・高架橋を対象とした弾性固有周期と等価固有周期の関係 14)を参考にして，これ

らを包含するように設定したものであり，次章の網羅的な検討においてもこの範囲でパラメータを設定し

ている．図 3 の結果を見ると，変化させるパラメータを初期剛性の倍率 R(K0)のみに限定しているが，これ

が大きくなるほど骨格曲線の膨らみが大きくなっていることが確認できる．そのため，この非線形特性を

用いた動的解析によっても，本検討で目的とした「構造物降伏前の骨格曲線の膨らみの程度が地震応答値

に与える影響」の定量的な把握が期待される． 

 

 

図 1  バイリニアモデルと提案モデル 12) 

の骨格曲線 
 

図 2  検討を行う解析モデルの骨格曲線 
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2.2 入力地震動の条件 

今回は構造物の非線形挙動の議論を行う事が目的であるため，検討に用いる地震動波形としても比較的

振幅レベルの大きな実観測記録を用いることとした．具体的には，鉄道構造物の耐震設計に用いる標準 L2

地震動（スペクトル I，スペクトル II）の弾性加速度応答スペクトルを設定する際に使用した多数の地震観

測記録 15)を用いた．これは，地震規模が比較的大きく，かつ地盤条件や振幅レベルといったいくつかの条

件を満足する全 306 波形をデータベース化したものである．波形の選定条件や対象とした地震等について

は文献 15)を参照されたい．検討に用いる全記録の弾性加速度応答スペクトルをまとめて図 4 に示すが，弾

性応答として 2G を上回るような非常に大きな応答を示す地震動を含んでいることが分かる． 

これらの地震動波形は，内陸活断層による地震，海溝型地震といった地震の種別によって分類されてい

る．本検討においてもこの地震種別毎に整理を行った 13)が，得られる傾向はほぼ同一であったため，最終

的には地震種別による分類は行わず，全ての地震動波形を用いた結果をまとめて表示している． 

 

2.3 解析の条件 

2.1，2.2 節で定義した構造物の非線形特性，地震動波形を用いた非線形動的解析を実施する．この結果を

整理する事で，骨格曲線の膨らみの程度が構造物の地震応答値に与える影響を把握する．この時には，各

地震動波形，骨格曲線の膨らみに対して「所要降伏震度スペクトル」を算定，整理する． 

所要降伏震度スペクトルを算定する際の構造物の非線形特性は，基本的に耐震標準の RC 橋りょう・高

架橋のスペクトル計算時と同一の条件で設定した．具体的には，構造物降伏前の骨格曲線の膨らみを無視

した状態での基本となる骨格曲線をバイリニアモデル，履歴曲線をクラフモデル（第二勾配比=0.1, 戻り

勾配を規定する指数部の係数=0.2）とした．構造物の等価固有周期 Teqは，0.1~5 秒の範囲で対数軸におい

て等間隔で 40 個設定することとし，構造物の減衰定数は周期依存なしの 5%とした．骨格曲線の膨らみを

表す指標である初期剛性の倍率 R(K0)は，6.0 までの範囲で 0.5 刻みで設定することとした．所要降伏震度ス

ペクトルを算定する際には，応答塑性率が 1~10 まで 1 刻みになるような降伏震度 khyを収束計算によって

算定した． 

 

 

 

 

図 3  初期剛性を変化させた骨格曲線の例 
（Teq=0.8s, khy=0.7の場合） 

 

図 4  検討に用いる時刻歴波形（306波）の 
弾性加速度応答スペクトル 
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3．解析結果 

 

3.1 限られた条件での解析結果 

まず今回設定した骨格曲線による基本的な挙動を把握するために，図 5 に示す時刻歴波形と限られた構

造物条件を対象とした非線形動的解析の結果を示す．この地震動波形は，2003 年の十勝沖地震（M8.0）に

おいて KiK-net 様似（HDKH07）で観測された記録（EW 成分）である．また構造物条件は固有周期 Teq=0.25s

で固定し，降伏震度は khy=0.35, 0.20 の 2 ケース設定した．また，今回対象とする骨格曲線の膨らみを表す

指標である「初期剛性の倍率 R(K0)」は，1.0（通常のバイリニアモデル）, 2.0, 4.0, 6.0 の 4 ケースを設定し

た．なお今回設定した 2 ケースの降伏震度 khyにおいて，khy=0.35 の条件では通常のバイリニアモデルによっ

て多少塑性化（応答塑性率=1.6）する程度の降伏震度になっている．その一方で khy=0.20 の条件では，バ

イリニアモデルによる応答塑性率=5.9 と非線形挙動が顕著な条件となっている． 

以上の条件によって複数ケースの非線形動的解析を実施した結果得られた構造物応答をまとめて図 6

（khy=0.35 の場合），図 7（khy=0.20 の場合）に示す．まず図 6 (c)の震度－変位関係より，R(K0)を指標とし

て骨格曲線の膨らみの大きさを制御できていることが分かる．またこの効果として，R(K0)が大きいほど応

答加速度，応答変位が徐々に小さくなっていることも確認できる（図 6 (a), (b)）．そのため，ここで対象と

 

図 5  入力地震動の時刻歴波形 

 

 

(a) 時刻歴応答加速度 

 

(b) 時刻歴応答変位 

 

 

 

 

 

 

(c) 震度－変位関係 

図 6  構造物挙動の評価結果（khy=0.35の場合） 
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した条件の構造物，地震動においては，骨格曲線の膨らみを無視したバイリニアモデルを用いることで，

各応答を過大評価する可能性があると言える． 

その一方で，降伏震度 khyを小さく設定した図 7 を見ると，時刻歴応答波形（図 7 (a), (b)）の時刻 20 秒程

度までは R(K0)の違いによって各構造物の挙動が異なるが，それ以降は概ね同一の挙動となり，最大応答値

は R(K0)に依らずほぼ同様の値を示している．また震度－変位関係（図 7 (c)）においてもケースごとの違い

はほとんど見られない．これは今回設定した骨格曲線，履歴曲線が構造物降伏前でのみ異なる特性を有す

るためであり，構造物の非線形挙動が顕著になるこの条件では，降伏前の骨格曲線の膨らみの影響が相対

的に小さくなったものと推察される． 

以上のように，限られた構造物と地震動の条件ではあるが，今回設定した簡易な非線形特性によっても

降伏前の骨格曲線の膨らみを制御可能であること，これによって地震応答値が変動する場合があることを

確認した． 

 

3.2 網羅的な解析結果 

前節と同様の非線形動的解析を多様な地震動，構造物条件に対して実施することで，幅広い応答塑性率

となる降伏震度 khyを算定した．この時には前述したように，骨格曲線の膨らみを表す指標 R(K0)を 1.0（通

常のバイリニア）から 6.0 まで 0.5 刻みで設定している．これによって得られた各条件での所要降伏震度

khy(, Teq, R)を次式に示すように，バイリニアモデルでの所要降伏震度 khy(, Teq, 1.0)で除することで，骨格

曲線の膨らみの程度が構造物の所要降伏震度に与える影響を算定した． 
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(a) 時刻歴応答加速度 

 

(b) 時刻歴応答変位 

 

 

 

 

 

 

(c) 震度－変位関係 

図 7  構造物挙動の評価結果（khy=0.20の場合） 
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まず，R(K0)=2.0 とした条件での全地震動の結果をまとめて図 8 に示す．この結果を見ると，まず応答塑性

率が小さいほど，地震毎の所要降伏震度比 Rkhyのばらつきが大きいことが分かる．特に=1 の場合は，所

要降伏震度比 Rkhyは 0.5~1.5 程度の範囲でばらつくが，=10 の条件では各波形の結果が 0.9~1.1 程度の範囲

に概ね収まっている．これは前節でも述べた通り，降伏前の骨格曲線が構造物応答に与える影響は，非線形

挙動の影響が顕著になるほど小さくなるということを明瞭に示す結果である．また，全地震記録の平均的

な Rkhyに着目すると，応答塑性率が 4 以上の範囲では，Rkhyは概ね 1 となっている．その一方で，=1, 2 で

は構造物の周期 Teq が短い領域において震度比 Rkhy が 1.0 よりも小さな値を示している．特に=1 では，等

価固有周期 0.5 秒以下の構造物において Rkhyの平均値が 0.8 程度の値になっており，この条件においては骨

格曲線の膨らみの影響を考慮することで，所要降伏震度が平均的に 20%程度小さくなることを示している． 

続いて，この骨格曲線の膨らみの程度がより大きな R(K0)=6.0 とした場合の結果を図 9 に示す．なおこの

図には図 8 で示した R(K0)=2.0 の条件における平均，平均±標準偏差の結果も示している．これを見ると，

R(K0)=6.0 とした場合にも基本的な傾向は図 8 の R(K0)=2.0 とした場合の結果と同様であることが分かる．

具体的には，が大きなほど所要降伏震度比 Rkhyは 1 に近づく一方で，=1, 2 においては特に構造物の固有

周期が短い領域で Rkhyが 1 よりも小さな値になっている．より詳細に R(K0)=2.0 の条件における結果と比較

すると，地震毎の Rkhy の変動がより大きくなっており，全体的に標準偏差 s が大きな値となっている．ま

た，=1 における震度比 Rkhyが 1 よりも小さくなる傾向は，R(K0)=2.0 とした結果よりも顕著になっており，

全体的な値がより小さい値になっている． 

続いて，骨格曲線の膨らみの程度 R(K0)の変化に伴う所要降伏震度比 Rkhyの平均値，標準偏差の結果をま

とめて図 10 に示す．なお今回は Rkhyの影響が顕著な応答塑性率=1 の条件に絞って整理を行う．これを見

ると，R(K0)が大きくなるにしたがって徐々に平均値が小さく，標準偏差が大きくなる．これは，図 9 で得

られた傾向が，骨格曲線の膨らみ程度に応じて連続的に変化したものであると捉えることが出来る．ただ

 

図 8 所要降伏震度比 Rkhyの算定結果（R(K0)=2.0の場合） 
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し，R(K0)が 2 よりも大きくなるとその変化の程度は鈍くなっており，R(K0)=1.0（バイリニアモデル）, 1.5, 

2.0 という領域において，構造物応答の変化の程度が相対的に大きくなる． 

以上より，例えば L2 地震動のような構造物の強非線形挙動を対象とするような場合には，降伏前の骨格

曲線の膨らみが構造物応答に与える影響はそれほど大きくないと言える．その一方で，構造物の降伏が発

生する前後の挙動を評価するような場合には，骨格曲線の膨らみが与える影響が大きくなるという知見が

得られた．この結果を L1 地震動における構造物の降伏判定や車両の走行安全性評価 16)に考慮することで，

より信頼性の高い地震応答値の算定，設計の合理化が期待される．また，地震発生後の即時被害推定 9)を補

正係数することも考えられる．これによって，従来と同様の作業量を維持した中で，より合理的な被害推

定も期待される． 

 

図 9 所要降伏震度比 Rkhyの算定結果（R(K0)=6.0の場合） 

 

 
(a) 平均値                  (b) 標準偏差 

図 10 骨格曲線の膨らみの変化に伴う所要降伏震度比 Rkhyの変化（応答塑性率=1の場合） 
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4．まとめ 

 

本検討では，構造物が降伏する前の荷重－変位関係（骨格曲線）の形状が，構造物の地震応答値に与える

影響を定量的に把握するための解析的な評価を行った．本検討の実施内容及び得られた知見を以下に列挙

する． 

・鉄道橋りょう・高架橋の地震応答値を簡易に算定する際の解析モデルとして，1 自由度系のバイリニアモ

デルが使用されている．これにバイリニアモデルの初期剛性に対する構造物の初期剛性の比率 R(K0)のみ

をパラメータとして，骨格曲線の膨らみの大きさを簡易に表現する方法を提示した．この複数の骨格曲

線と，多様な地震動波形を用いた所要降伏震度スペクトルを算定することで，骨格曲線の膨らみの程度

が構造物の所要降伏震度に与える影響を定量的に評価した． 

・まず分析の一例として，R(K0)=2 の条件を対象に整理を行った．その結果，応答塑性率が 4 よりも大き

くなると骨格曲線の膨らみが構造物応答に与える影響がほとんどなくなること，=1（弾性応答）におい

ては構造物の等価固有周期 Teq が短い範囲で所要降伏震度比 Rkhy が 1 以下になり，骨格曲線の膨らみに

よって地震応答値，所要降伏震度が低減することを確認した． 

・続いて，R(K0)の変化に伴う構造物応答の変化について考察を行った．その結果 R(K0)が大きくなると，前

述した構造物応答に与える影響がさらに強くなることを確認した．さらに=1 の条件では R(K0)が大きい

ほど所要降伏震度比の平均値が徐々に小さくなるとともに，地震毎のばらつきは徐々に大きくなる．た

だし，R(K0)が 2.5 以上となると，その変化はそれほど大きくないことも確認した． 

・今回得られた知見（例えば図 10 の結果）を用いて構造物の所要降伏震度を補正することで，特に構造物

の降伏前後の挙動を取り扱うような場合，具体的には L1 地震時の構造物挙動算定結果の信頼性向上や，

地震後の構造物健全度の即時推定の高精度化等が期待される． 

なお本検討では，構造物の降伏前の骨格曲線の変化に着目した議論に留まっており，この領域の履歴特

性や降伏以降の挙動については従来の等価 1 自由度モデルの知見をそのまま活用している．これらが地震

応答値に与える影響についても検討の必要があるが，これは今後の課題としたい． 
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加えて，本研究では車上における解析機能の必要性を示したが，現場での即時診断を目的とする場合と，

長期的な経過監視を目的とする場合で，装置の運用方法が異なる点にも留意する必要がある．これらを踏

まえ，実環境下での長期試験を通じて，車載装置の運用プロセスを確立することが求められる． 

 

5．まとめ 

 

多数個が地上に配置され特に絶縁性能が重要である超電導磁気浮上式鉄道の推進コイルについて，車載

を前提とした絶縁診断装置の各機能の要件を挙げるとともに，機能確認のための各種試験を実施した結果

を述べた．検出，計測，記録，解析の各機能においては，必要な要件や機能が検証できた．ただし，未検証

項目の確認や全体構成の統合的な動作検証等，引き続き残る課題も散見された．今後は装置構成や解析面

でのブラッシュアップを行うとともに，提示した課題の解決に向けて検討を進める予定である． 
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図 13 車載他機器の影響評価試験の実施例 






